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（重要な会計方針） 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  原則として、期間進行基準を採用しております。 

  なお、プロジェクト研究等の一部に充当される運営費交付金については業務達成基準を採用して

おります。また、基幹運営費交付金（機能強化経費）、特殊要因経費等として措置される運営費交

付金については、文部科学省の指定に従い期間進行基準、業務達成基準又は費用進行基準を採用し

ております。 

   

２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下

のとおりです。 

建物 1 ～ 50 年 

構築物 3 ～ 60 年 

機械装置 7 ～ 17 年 

工具器具備品 2  ～ 20   年 

   なお、受託研究等収入により購入した償却資産については当該受託研究等期間を耐用年数として

おります。また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（国立大学法人会計基準第 90）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として、減損損失相当額については、損益外減損損失累計額として、資本剰余金から控除して

表示しております。 

(2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて 

おります。 

 

３．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準  

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等に 

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

４．賞与引当金及び見積額の計上基準 

賞与について、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞与引当金

は計上しておりません。翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教

職員に支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の

引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

 

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされているため、退職給付に係る引当

金は計上しておりません。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法

人会計基準第 87第 4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し

ております。 
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６．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券  償却原価法（定額法）としております。 

 

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  たな卸資産（貯蔵品） 最終仕入原価法による原価法 

  医薬品及び診療材料  移動平均法による低価法 

   ただし、医薬品及び診療材料の評価方法については、当分の間、最終仕入原価法によることとし

ております。 

 

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

地方自治体の財産規程及び同種施設の賃借料等を参考にしております。 

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

  決算日における 10 年もの国債(新発債)の利回りを参考に 0.120%で計算しております。 

 

９．リース取引の会計処理 

  リース料総額が 3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係 

る方法に準じた会計処理によっております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

１１．その他 

  貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書 

の記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切捨て表示しております。 
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（注記事項） 

１．貸借対照表関係 

  (1) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い

の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計            11,403,962千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計           8,432,325千円 

利益剰余金に与える影響額（差引き）                          2,971,636 千円 

   ② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返 

物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの   

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計    425,574 千円 

   ③ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、 

国からの出資でなく譲与としたことによるもの             476,843 千円 

   ④ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料につい 

て、国からの出資でなく譲与としたことによるもの                    312,005 千円 

                                                                        4,186,060 千円 

 

(2) 担保資産 

  長期借入金 11,811,664千円（一年以内返済予定長期借入金 434,092千円を含む。）の担保 

に供しているものは次のとおりです。 

  土地  9,777,868 千円  

  建物  13,353,189 千円 

 

(3) 債務保証の総額  290,026千円 

   

(4) 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額  703,390千円 

 

(5) 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額   8,451,260千円 

  

(6) 減損関係  

 該当事項はありません。 

 

(7) 資産除去債務関係 

   ①資産除去債務の概要 

    石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、ダイオキシン類対策特別措 

置法の規定に基づく焼却炉のダイオキシン除去義務、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊 

の実施の確保等に関する法律に基づくフロン除去義務、放射性同位元素等による放射線障害 

の防止に関する法律の規定に基づく放射性同位元素等を使用している建物の放射線の除去義 

務及び土地の賃貸借契約等に伴う原状回復義務であります。 

 

 

  ②資産除去債務の金額の算定方法 

   使用見込期間を取得から２年～４６年と見積り、割引率は、０．２９％～２．３９％を使用 

して資産除去債務の金額を計算しております。 
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   ③当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 期首残高 155,873 千円  

 有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

 時の経過による調整額 2,364千円  

 資産除去債務の履行による減少額   －  

 その他増減額（△は減少） － 

 期末残高 158,237 千円 
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２．損益計算書関係 

    (1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い 

の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額                              493,227 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費                        586,982 千円 

当期総利益に与える影響額（差引き）                             △93,755 千円 

   ② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返 

    物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

法人化時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が 

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入の額         －千円 

                                                               △93,755 千円 

３．キャッシュ・フロー計算書関係 

(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 

    現金及び預金     9,960,833千円 

    定 期 預 金    △5,000,000千円 

      期末資金残高     4,960,833 千円 

 

(2) 重要な非資金取引 

     ①現物寄附による資産の取得  100,421千円 

    ②ファイナンス・リースによる資産の取得  664,119 千円 

    

 

４．重要な債務負担行為 

 ①基幹整備(自家発電設備上屋増築等)工事 

   契約金額 1,628,000千円   翌期以降支払額   411,884 千円 

 ②基幹整備(受水槽設備等)機械設備工事 

   契約金額 842,600千円    翌期以降支払額  289,011千円 

 ③基幹整備(自家発電設備等)電気設備工事 

   契約金額 678,700千円    翌期以降支払額  147,277千円 

 ④(本庄町 1)(仮称)産学交流ﾌﾟﾗｻﾞ改修工事 

    契約金額 214,170 千円    翌期以降支払額  128,502千円 

 

 

５. 金融商品関係 

(1) 当法人は資金運用については、定期預金、譲渡性預金、国債に限定し、資金調達については 

大学改革支援・学位授与機構からの借入れを実施しております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第 35 条が準用する独立行政法人通則法第 47 条の規定

に基づき、預金、国債を保有しており株式等は保有しておりません。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、 

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 
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(2) 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額

（*１） 
時価（*１） 差額（*１） 

(1)有価証券（投資有価証券を含む） 6,221,732 6,317,726 △95,994   

(2)現金及び預金 9,960,833 9,960,833 －  

(3)未収附属病院収入 

    徴収不能引当金（*２） 

4,363,450 

△12,940 

 

 

  

 

 4,350,510 4,350,510 －  

(4)大学改革支援・学位授与機構 

債務負担金（*３） 
(290,026)  (296,932)  (△6,905)  

(5)長期借入金（*４） (11,811,664)  (11,709,528)  (102,135)  

(6)未払金 (5,851,319)  (5,851,319)  －  

  

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２） 過去の貸倒実績率により見積もった徴収不能引当金を控除しております。 

（＊３） 大学改革支援・学位授与機構債務負担金には、一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金を含んでおります。 

（＊４） 長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。  

（注）金融商品の時価の算定方法 

（1）有価証券（投資有価証券を含む） 

     この時価については、取引所の価格によっております。 

   ただし、譲渡性預金（貸借対照表計上額 5,700,000 千円）については、短期間で償還されるため、当該帳簿価額を時価としてお      

ります。 

（2）現金及び預金及び（3）未収附属病院収入 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（4）大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び（5）長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により 

算定しております。 

（6）未払金 

短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。  

 

６. 賃貸等不動産関係 

当法人は、佐賀市その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の 

総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

７．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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